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1. J-PARCについて
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●
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1.1 J-PARCの概要 4/50

・世界最高レベルの強さの陽子ビームを標的に当てて発生させた、
様々な二次粒子（中性子, ミュオン, ニュートリノ, K中間子など）の
ビームを使い、幅広い分野の最先端の研究を推進

・日本原子力研究開発機構（JAEA）と、
高エネルギー加速器研究機構（KEK）との共同事業

・「放射性同位元素等の規制に関する法律」の規制を受ける施設

Japan Proton Accelerator Research Complex ⇒ J-PARC

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

→これまでの成果は参考資料１



5/501.2 施設の沿革

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

年 施設の沿革

2001 日本原子力研究所（原研：現JAEA）とKEK間で、J-PARCの建設と研究開発
に関する協力協定を締結、施設建設開始

2002 茨城県原子力安全対策委員会および原子力審議会において、
安全確保の基本的考え方等に関して審議

2005
原研とKEK間で、J-PARCの運営に関する協力協定を締結
リニアック施設において、放射線障害防止法に係る使用の許可を取得
（以降、施設の増設等に応じて、順次変更許可を取得）

2008 物質・生命科学実験施設の利用開始
（中性子実験装置：7本,ミュオン実験装置：1本）

2009 ハドロン実験施設、ニュートリノ実験施設の利用開始
2011 東日本大震災により停止
2012 →J-PARC各施設の運転再開
2013 ハドロン実験施設における放射性物質漏えい事故
2014 →J-PARC各施設（ハドロン実験施設以外）の運転再開
2015 →ハドロン実験施設の運転再開



6/501.3 新増設等計画書の提出履歴

施設名 回数 直近の提出年月

リニアック施設 5 2012.12

３GeVシンクロトロン施設 4 2008.5

５０GeVシンクロトロン施設 6 2010.6

物質・生命科学実験施設 16 2022.1

ハドロン実験施設 12 2022.1

ニュートリノ実験施設 3 2022.1

ビーム強度の増強に伴う遮へい体変更や、二次ビー
ムラインの新設などの都度、新増設等計画書を提出
し、変更を行ってきました。
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→審議会・委員会の開催履歴は参考資料２



7/501.4 ビーム運転履歴
● ５０GeVシンクロトロンにおけるビーム運転履歴

2021年6月29日現在
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ニュートリノ実験施設
ハドロン実験施設
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8/501.5 今回の新増設等計画の変更概要
● 物質・生命科学実験施設

・高速ミュオン実験装置（Hライン）の延長及びミュオン
■ 加速装置を新設する

● ハドロン実験施設
・既存の一次ビームライン（Bライン）から分岐する新たな

■ 一次ビームライン（Cライン）を新設する

・一次ビームライン（Aライン）の最大ビーム強度を ■
■ 95→115 kWに増強する

● ニュートリノ実験施設
・最大ビーム強度の増強（650→1300 kW）に伴い、遮へい

■ ■体を追加設置する

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

→各施設の詳細は後述



9/501.6 施設の安全性に係る対策

・放射線管理 ・爆発対策 ・漏水防止対策
・被ばく管理 ・臨界防止対策 ・自然現象対策
・地震対策 ・停電対策 ・その他
・火災対策 ・誤操作防止対策

● 新増設等計画書に記載されている安全対策

・今回の変更では、安全対策の記載に変更は
ありません。

・記載された内容に従って、適切に安全対策
を施します。

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料



10/501.6 施設の安全性に係る対策
放射線管理

・管理区域を設定し、放射線監視設備によるモニタリングを実施
・ビーム使用室等に安全系インターロックシステムを設置

ビーム使用室等に人が入室中には運転状態にさせない

運転中はビーム使用室等に人を入室させない
（入室を試みたときは運転を停止）

被ばく管理
・定期的な放射線サーベイにより、作業環境中の線量当量率、表面密度を監視
・線量計の着用により適切な個人被ばく管理を実施

⇒これまで、ビームライン等の増設に合わせて、対象エリア
を拡大してきました。

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料



自然現象対策

○ 高潮及び津波

○ 台風・洪水・積雪
・風圧力：建築基準法施行令により定める東海村の

基準風速である30 m/s の風荷重に耐える
設計とする。

・排水能力：敷地で106 mm/時※1、建家で82 mm/時※2または180 mm/時※3の降水
に耐える設計とする。

・積雪：建築基準法施行令により定める東海村の垂直積雪量である30 cmに耐える
設計とする。

11/50

⇒東日本大震災後に、記載を詳細化・明確化

※1 開発行為の技術基準に基づき算出（水戸の1回/5年確率降雨強度）
※2 水戸地方気象台の最大記録：82 mm/時 (昭和22年9 月15 日) 、

ハドロン実験施設及びニュートリノ実験施設に適用
※3 物質・生命科学実験施設に適用

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

1.6 施設の安全性に係る対策

津波防災地域づくりに関する法律により、茨城県
沿岸津波対策検討委員会で策定された最大クラス
の津波（L2 津波）を想定しても、浸水は敷地周辺
のごく一部にとどまると予測されており、J-PARC
建家が浸水するおそれは極めて小さい。

・



地震対策
・建築基準法に適合している旨の審査・確認を受けている。
・当該施設の設計においては、「官庁施設の総合耐震計画基準」※に準拠した
「Ⅱ類」の建築物として構造計算を行っている。

・高圧ガス設備は、高圧ガス保安法にもとづき耐震設計を行い、許可を得ている。
※「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」及び「官庁施設の基本的性能基準」（風圧力に係る基準

を規定）は、どちらも当該施設の建設着工後に改定・策定されている。

火災対策
・消防法、放射性同位元素等規制法及び建築基準法に定められた規定に基づく。
・建家は、準耐火構造とし、主要構造部は鉄骨、鉄筋コンクリート及び鉄骨鉄筋コ

クリート、保管廃棄設備は、鋼板、コンクリートブロック等の不燃材料で造る。
・建家を貫通する電源ケーブルについては、可能な限り難燃性ケーブルを使用
・火災報知器、感知器等については、消防法の定めに従って設置している。

爆発対策
・低温水素は、容器の外側にヘリウムガスあるいは窒素ガスの層を設置し、万一の

■■容器破損時でも空気と水素の混合による爆発を防止する構造とする。
・液体ヘリウム及び液体窒素を使用する設備は、高圧ガス保安法令によって定めら

■■れた技術上の基準に基づいた設計とする。
令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

12/501.6 施設の安全性に係る対策



臨界防止対策
・核燃料を所有していないので、臨界のおそれはない。

停電対策
・停電に伴い、施設内の作業環境及びその周辺、機器保護上影響を及ぼすおそれの

■■あるものについては、非常用電源の確保により停電対策を講じる。

誤操作防止対策
・必要な手順を踏まないと操作ができないような機械的な対策を施す。
・運転マニュアルや保守点検マニュアルを整備するとともに、教育訓練を事前に

十分に実施して誤操作の防止を図る。

漏水防止対策
・第１種管理区域は、床をエポキシ樹脂等で塗装するとともに堰、集水溝を設ける。
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13/501.6 施設の安全性に係る対策



14/501.7 事業所境界線量・放射性廃棄物

2002年の茨城県原子力安全対策委員会、原子力審議会
にて、安全確保の基本的考え方の中で、

● 事業所境界線量：
法令値の1/20以下（=50 µSv/年）になるよう設計

● 液体廃棄物の放出量：
1300 GBq/年

として説明が行われ、了承されました。

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

→資料の抜粋は参考資料３



15/501.7 事業所境界線量・放射性廃棄物
● 事業所境界線量（評価値）の変更

評価点 変更前 変更後 将来計画※

PS-1 35.7 37.1 37.2
PS-2 28.9 29.0 29.1
PS-3 24.4 23.9 24.0
PS-4 15.0 14.4 14.8
PS-5 21.5 20.2 22.7
PS-6 26.5 29.5 45.7
PS-7 14.5 21.1 47.5

単位：µSv/年

※ 将来計画：ハドロン実験施設において、一次ビームライン（Aライン）の出力を
500 kWとして評価したもの

事業所境界線量は、50 µSv/年を超えることは
ありません。
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ハドロン実験施設

物質・生命科学
実験施設

ニュートリノ実験施設

→数値の詳細は39ページ



16/501.7 事業所境界線量・放射性廃棄物
● 液体廃棄物放出量の変更

変更前 変更後 第2排水溝における
管理目標値※

536 1282 25000

単位：GBq/年[3H]

※ 第2排水溝からは、J-PARCからの放出のほか、原子力科学研究所の
JRR-3、NUCEF等からの液体廃棄物が放出される

● 気体廃棄物放出量、固体廃棄物発生量

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

従前の記載の枠内で十分に対応できるため、変更あり
ません。

→数値の詳細は40ページ

液体廃棄物の放出管理を適切に行うため、
放出量は1300 GBｑ/年を超えることはありません。



2. 物質・生命科学実験施設

●●
●
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18/502.1 施設の概要

３GeV
陽子ビーム

ミュオンビームライン

ミュオン
加速装置

中性子実験装置

ミュオン
ビームライン 中性子ターゲット装置

・水銀
・ビーム取り出し孔：21本 (運用中）

３ＧｅＶシンクロトロンから供給される陽子ビームを利用し、中性子や
ミュオンを生成
中性子やミュオンを用いて、物質科学、生命科学等の研究を行う

ミュオンターゲット装置
・黒鉛
・ビーム取り出し孔：4本

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

中性子実験装置



19/50[参考] ミュオンについて

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

ミュオン（ミューオン、ミュー粒子とも呼ぶ）は素粒子のひとつで、電子と
似た性質を持つ粒子である。電子より200倍重く、2.2 µs（約50万分の1秒）
の寿命で、電子と2個のニュートリノに崩壊する。
日常にありふれた粒子であり、掌の面積（10×10cm）に毎秒1個程度の
ミュオンが宇宙線として常に降り注いでいる。
最近では、エジプトのピラミッド内部の様子を調査した研究が話題に
なった。
加速器によって作り出したミュオンは、物質の様々な性質（元素の組成や
磁気的性質など）を解明することに利用されている。

エジプト クフ王のピラミッド
未知の空間を発見

測定物質
ミュオン

宇宙線ミュオンの利用宇宙線ミュオンの利用 加速器のミュオンの利用加速器のミュオンの利用



20/502.2 これまでの変更履歴
提出日 了解日 概要

2003.03.17
2008.05.13

物質・生命科学実験施設を新設する。
2007.09.11 (変更) 陽子ビーム出力を4 KWに変更する。
2008.03.24 (変更) 中性子実験装置及び設備の一部を変更する。

2008.07.11 2008.12.05 陽子ビーム出力を100 kWに増強する。
5台の中性子実験装置を新設する。

2008.12.24 2009.03.26 陽子ビームの最大出力を250 kWに増強する。

2010.06.10 2010.10.06 2台の中性子実験装置を新設する。
中性子実験装置を設置するための建家を増築する。

2010.12.01 2012.02.03 3台の中性子実験装置を新設する。
陽子ビームの最大出力を350 kWに増強する。

2011.08.30 2012.02.03 2台の中性子実験装置及び1台のミュオン実験装置を新設する。
2011.11.25 (変更) ミュオン実験装置の新設を取り下げ、本装置の新設準備を行う。

2012.06.15 2012.10.10 2台のミュオン実験装置の新設と1台のミュオン実験装置の新設準備
を行う。

2013.10.11 2014.03.10 1台のミュオン実験装置及び2台の中性子実験装置の新設を行う。
2台の中性子実験装置の新設準備を行う。

2014.05.21 2014.10.15 1台の中性子実験装置の新設及び1台のミュオン実験装置の新設準備
を行う。

2015.06.12 2016.06.10 1台の中性子実験装置の新設を行う。
陽子ビームの最大出力を1 MWに増強する。

2016.07.27 2016.10.31 1台のミュオン実験装置の新設準備を行う。

2020.09.14 2021.07.08 1台のミュオン実験装置の新設及び1台のミュオン実験装置の延長を
行う。

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料



21/502.3 今回の変更について

Hラインから µ＋ビームを供給

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

1階平面図

ミュオン加速装置

既設の高速ミュオン実験装置（Hライン）を延長し、ミュオン加速装置※を新設
※ RI規制法上の放射線発生装置として国内初の許可

インターロックエリアを延長

陽子ビームを黒鉛標的に入射して生成さ
せた µ＋を、電磁石を用いて収束・偏向
させて Hラインへ取り出す

加速粒子・・・：正電荷ミュオン（µ+）
最大エネルギー：4.3 MeV
最大加速粒子数：3.6×106 個/時
出力加速粒子数：0.7 nＷ
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ミュオン加速装置
（今回の新増設）

最大エネルギー：212 MeV
出力 ：34 µＷ

Ｈライン既設部
（令和２年度に完了）

高速ミュオン実験装置

2.4 今後の計画について（建家拡張）

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

最大エネルギー：4.3 MeV
出力 ：0.7 nＷ

延長建家を建設して、
遮へい体＆ビームラインを延長・設置する

ミュオン加速装置の延長



23/502.5 事業所境界線量・放射性廃棄物
● 事業所境界線量（評価値）

● 気体・液体廃棄物放出量、固体廃棄物発生量

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

ミュオン加速装置の運転に伴い、増加する事業所境界線量：

最大 2.7×10-9 µSv/年（評価点 PS-2）

評価結果には影響しません。

なお、前スライドで説明したミュオン加速装置の
延長後も、同様に評価結果には影響しません。

今回の変更による有意な増加はありません（安全
対策の変更なし）。

物質生命科学実験施設からの寄与
：3.5～9.8 µSv/年



24/502.6 期待される成果

透過型ミュオン顕微鏡（TµM）への応用
ミュオンの高い透過能を活かし、従来の電子
顕微鏡では不可能だった、生きた細胞の丸ごと
顕微観察

ミュオンの性質の超精密測定による
新しい物理法則の発見（g-2/EDM実験）
ノーベル賞を受賞した小林・益川の素粒子
物理学における理論模型では説明できない
現象を発見し、新たな物理学の扉を開く

g-2/EDM実験ミュオン観測装置細胞観察の様子

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

● 素粒子物理から生物学まで



3. ハドロン実験施設

●●
●

25/50

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料



26/503.1 施設の概要

26

陽子ビームを利用し、中間子を生成
中間子・陽子を用いて、素粒子・原子核の研究を行う

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料



27/503.2 これまでの変更履歴
提出日 了解日 概要

2003.03.17

2008.12.5

ハドロン実験施設を新設する。

2006.11.24(変更) 再利用鉄を購入し、施設の遮へい体の一部として使用する。
再利用鉄を一時保管する管理区域を設定する。

2008.07.11(変更)
陽子ビームの最大使用エネルギーを30 GeVに変更し、最大出力を
1.2kWに変更した上で、遮へい構造を変更する。
計画の進捗に応じて管理区域境界を変更する。

2009.06.17 2009.10.01 陽子ビームの最大出力を5 kWに増強し、２次ビームラインを追加設
置し使用する。

2010.01.14 2010.06.22 2次ビームライン１本追加・設置して使用する。
遮へい体構造を変更して使用する。

2010.06.10 2010.10.06 ビームダンプに遮へい体を追加設置し、使用する。
2010.12.01 2012.02.03 陽子ビームの最大出力を50 kWに増強し、遮へい体を追加設置する。
2014.02.10 2014.03.25 ハドロン実験ホールの排気設備の新設を行う。
2014.08.21 2015.03.04 ハドロン第3機械棟を新設する。

2016.07.27 2016.10.31
一次ビームライン工事のため、スイッチヤード‐ハドロン実験ホー
ル間の遮へい体の変更を行う。
陽子ビームの最大出力を53.3 kWに増強する。

2019.11.28 2020.05.22
一次ビームライン（Bライン）を新設する。
Aラインの標的を変更した上で、陽子ビームの最大出力を95 kWに増
強する。

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料



28/503.3 今回の変更について

Aライン

Bライン

Aライン

Bライン

Cライン
MU実験
エリア

Cラインの新設（実験建家は既設）

Aライン出力の増強：95 → 115 kW

変更前

Cライン 0.33 kW、厚さ1mm相当の炭素等の標的に入射
MU実験エリア ミュー粒子を二次ビームとして輸送し、実験に利用する

変更後

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

CラインはA・Bラインとは同時に運転できない

⇒ インターロックエリアを延長



● 事業所境界線量（評価値）の変更

評価点 変更前 変更後 将来計画※

PS-1 0.06 0.2 0.7
PS-2 0.09 0.3 0.9
PS-3 0.1 0.4 1.1
PS-4 0.19 0.7 2.0
PS-5 0.3 1.5 4.3
PS-6 1.8 6.9 19.4
PS-7 4.3 12.0 37.8

単位：µSv/年

※ 将来計画：ハドロン実験施設において、一次ビームライン（Aライン）の出力を
500 kWとして評価したもの

29/503.4 事業所境界線量・放射性廃棄物

● 気体・液体廃棄物放出量、固体廃棄物発生量

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

ハドロン実験施設ニュートリノ実験施設

物質・生命科学
実験施設

従前の記載の枠内で十分に対応できるため、変更
ありません（安全対策の変更なし）。



30/503.5 期待される成果
Cラインの新設：COMET実験の運転開始

Aライン出力の増強
ビーム運転時間をより効率的に利用できるようになり、ユーザーの利便性、J-PARCに
よる研究成果の重要性の向上を期待できる。

2013年のヒッグス粒子の発見に続き、未知の物理現象の探索が
世界的に行われている。COMET実験では、ミュー粒子が電子
に変わるという未発見の特殊な反応の探索を行う。発見された
場合、未知の粒子の存在の証明となる。未知の粒子は宇宙初期
には通常の粒子と同等に存在したと予想され、この世界の物理
現象を理解するために必須のパーツであると考えられている。

→ミュー
粒子

ニュー
トリノ電子 ニュー

トリノ

→ミュー
粒子 電子未発見の反応

通常の反応

未発見の新粒子
の存在を示唆

COMET実験：ミュー粒子の崩壊を調べる
2022年度 : Phase-α

ビームライン・測定装置
の調整・試運転
（今回の変更）

2024年度 : Phase-1
現在の世界記録の
約100倍の感度で測定

2025年度以降 : Phase-2
Phase-1から約100倍の
感度で測定

陽子ビーム

COMET実験

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料



4. ニュートリノ実験施設

●●
●

31/50

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料



32/504.1 施設の概要
• J-PARCで生成したニュートリノビームを、約300 km離れた

岐阜県飛騨市神岡のスーパーカミオカンデに出射し、飛行中
の変化を観測している。

• これまでにミューオンニュートリノから電子ニュートリノへ
のニュートリノ振動の発見という大きな成果を上げた。

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料



33/50[参考] ニュートリノについて

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

ニュートリノは物質を形づくる素粒子のひとつで、電気的に中性で極めて
小さな粒子である。ほかの粒子とはほとんど反応しないため、非常に観測
しにくい。

ニュートリノは自然界にもたくさん存在する。今この瞬間にも、私たちの
体を1秒間に数百兆個のニュートリノが、体に何ら影響を与えることなく通
り抜けている。

J-PARCからのニュートリノビームは、地球が丸いことを考え、水平よりも
少し下を向けて出射している。約300kmのあいだ地下を直進したのち、上
下左右に数キロメートルに分散されて地表に現れる。



34/504.2 これまでの変更履歴

提出日 了解日 概要
2005.02.10

2009.03.26
ニュートリノ実験施設を新設する。

2008.12.24(変更) 放射線障害防止法に基づく使用の許可（初回）の記載に沿って修
正する。

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料



35/504.3 今回の変更について

線量増加に伴い、遮へい体を追加（図中の赤色箇所）

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

最大ビーム強度の増強：650→1300 kW

ターゲットステーション棟断面図

鉄(追加)（拡大図）

（断面図）

鉄(追加)

移設可コンクリート
(追加)移設可コンクリート



● 事業所境界線量（評価値）の変更

評価点 変更前 変更後

PS-1 6.0 10.3
PS-2 5.0 8.2
PS-3 3.6 6.0
PS-4 1.7 3.0
PS-5 1.8 3.0
PS-6 1.5 2.3
PS-7 0.9 1.5

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

36/504.4 事業所境界線量・放射性廃棄物

単位：µSv/年

ハドロン実験施設ニュートリノ実験施設

物質・生命科学
実験施設

● 気体廃棄物放出量、固体廃棄物発生量
従前の記載の枠内で十分に対応できるため、変更
ありません（安全対策の変更なし）。



37/504.4 事業所境界線量・放射性廃棄物

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

増加の理由
ビーム増強：約2倍の寄与
冷却水の増量：約3倍の寄与
鉄製収納容器から冷却水への溶出 (新たな知見※2)：約2倍の寄与

● 液体廃棄物放出量の変更

変更前 変更後
120 1100

[3H]※1
単位：GBq/年

※2 “Tritium production and release at LBNF”,Jim Hylen, Talk at NBI2019, Oct 22–25, 2019 Fermilab
https://indico.fnal.gov/event/21143/contributions/61107/attachments/38286/46455/2019-10-24_Tritium_production_and_release_LBNF_NBI.pdf

※1 加速された陽子が標的等に入射して発生した中性子等が、
水に含まれる酸素の原子核に入射して起こる核破砕反応

より生成される。



38/504.5 期待される成果
• 今後、ビーム増強・ハイパーカミオカンデ建設により、実験のデータ量、

精度を飛躍的に向上させる。

• これにより、「宇宙になぜ物質が存在しうるか?」という根源的な疑問を
解く鍵とみられている「ニュートリノの粒子・反粒子対称性の破れ」の発
見を目指す。

• 今回の増強により、J-PARCでのニュートリノ実験に参加する国、そして
ユーザーの増加が見込まれる。ニュートリノ研究の国際的な拠点としての
機能の強化に世界から東海村へより多くの研究者が訪れる機会を創出。

神岡
東海

J-PARCハイパーカミオカンデ

約300km

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料



39/505. まとめ

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

● 各評価点における事業所境界線量（評価値）
[変更前→変更後] 

評価点 リニアック
施設

３GeV
シンクロトロン

施設

５０GeV
シンクロトロン

施設

物質・生命
科学実験施設

※1

ハドロン
実験施設

※2

ニュートリノ
実験施設

※3

合計

※4

PS-1 1.76 7.0 8.7 12.2 →9.3 0.06 →0.2 6.0 →10.3 35.7 →37.1
PS-2 0.47 3.3 7.2 12.9 →9.8 0.09 →0.3 5.0 →8.2 28.9 →29.0
PS-3 0.21 2.0 6.4 12.2 →9.3 0.1 →0.4 3.6 →6.0 24.4 →23.9
PS-4 0.08 0.7 4.8 7.6 →5.8 0.19 →0.7 1.7 →3.0 15.0 →14.4
PS-5 0.07 0.7 8.4 10.0 →8.0 0.3 →1.5 1.8 →3.0 21.5 →20.2
PS-6 0.05 0.5 15.4 9.0 →6.7 1.8 →6.9 1.5 →2.3 26.5 →29.5
PS-7 0.03 0.3 5.2 5.0 →3.5 4.3 →12.0 0.9 →1.5 14.5 →21.1

※1  年間運転時間を6552→5000時間に適正化
※2  年間運転時間を2750→5000時間に変更、および一次ビーム（Aライン）のビーム出力を
※2  増強（95→115 kW）
※3  ビーム出力を増強（650→1300 kW）
※4 ハドロン実験施設とニュートリノ実験施設は同時に運転できないことを考慮

[数値の変更に係る詳細]

単位：µSv/年

・各施設の数値は、四捨五入して記載
・合計は、各施設の元の数値を四捨五入せず、

そのまま足し合わせた後、四捨五入して記載



単位：GBq/年

40/505. まとめ
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[変更前→変更後] 

[数値の変更に係る詳細]
● J-PARC全体の年間液体廃棄物放出量

核種 リニアック
施設

３GeV
シンクロトロン

施設

５０GeV
シンクロトロン

施設

物質・生命
科学実験施設

ハドロン
実験施設

ニュートリノ
実験施設

合計

3H 99 →1※1 5.5 1.5 100 210※3 120 
→1100※2

536 
→1282※3

※1  過大であった当初の評価を見直し
※2  ビーム出力の増強（650→1300 kW）等
※3 ハドロン実験施設とニュートリノ実験施設は同時に運転できず、その合計の最大運転

時間は5000時間であることを考慮した。
ニュートリノ実験施設への年間積算出力は4200 MWh以下としているため、合計に対す
る寄与はハドロン実験施設：74GBq、ニュートリノ実験施設：1100GBqとなる。

【参考】液体廃棄物は、各施設の排水タンクに貯留する。放射能濃度の測定
を行い、排水基準以下であることを確認した後に排水する。



41/505. まとめ
物質・生命科学実験施設、ハドロン実験施設、ニュートリノ

■実験施設の３施設について、新増設等計画を変更します。

物質・生命科学実験施設：高速ミュオン実験装置（Hライン）の延長及びミュオン加速装置の新設

ハドロン実験施設：新たな一次ビームライン（Cライン）の新設

一次ビームラインの最大強度を95→115kWに増強

ニュートリノ実験施設：最大ビーム強度の増強（650→1300kW）に伴う、遮へい体の追加設置

事業所境界線量は、最大となる評価点で37.1 µSv/年に
なります。

→ 50 µSv/年を超えることはありません。

液体廃棄物放出量は、1282 GBq/年になります。
→ 1300 GBq/年を超えることはありません。

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料

→数値の詳細は39ページ

→数値の詳細は40ページ



42/50参考資料１：これまでのJ-PARCの成果
物質・生命科学実験施設
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43/50参考資料１：これまでのJ-PARCの成果
物質・生命科学実験施設
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44/50参考資料１：これまでのJ-PARCの成果
ハドロン実験施設
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45/50参考資料１：これまでのJ-PARCの成果
ハドロン実験施設
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46/50参考資料１：これまでのJ-PARCの成果
ハドロン実験施設
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47/50参考資料１：これまでのJ-PARCの成果
ハドロン実験施設
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48/50参考資料１：これまでのJ-PARCの成果
ニュートリノ実験施設

J-PARCで生成したニュートリノビームを、約300km離れた岐阜県飛騨市神岡の
スーパーカミオカンデに出射し、飛行中の変化を観測している。

これまでにミューオンニュートリノから電子ニュートリノへのニュートリノ振動
の発見という大きな成果を上げた。

今後、「宇宙になぜ物質が存在しうるか?」という根源的な疑問を解く鍵とみら
れている「ニュートリノの粒子・反粒子対称性の破れ」の発見を目指す。

そのために、ビーム増強・ハイパーカミオカンデ建設・中間距離検出器設置によ
り、実験のデータ量・精度を飛躍的に向上させる。

令和4年度第2回茨城県原子力安全対策委員会 資料



49/50参考資料２：審議会・委員会の開催履歴
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開催日 議題 区分
2002.02.25 大強度陽子加速器計画について（旧原研東海） 審議
2005.02.01 大強度陽子加速器計画の進捗状況について（旧原研東海） 報告
2008.02.05 大強度陽子加速器計画の進捗状況について 報告
2009.02.04 大強度陽子加速器施設（J-PARC）の利用計画について 報告
2010.02.19 大強度陽子加速器施設（J-PARC）の現状について 報告

● 茨城県原子力審議会

● 茨城県原子力安全対策委員会
開催日 議題

2002.02.05 大強度陽子加速器計画について（旧原研東海）
2013.09.10 J-PARCハドロン実験施設における放射性物質漏えい事故について
2013.12.13 J-PARCハドロン実験施設における放射性物質漏えい事故について
2015.01.27 J-PARC物質・生命科学実験施設において発生した火災について

2015.03.05 J-PARCハドロン実験施設における放射性物質漏えい事故を踏まえた
再発防止策について



50/50参考資料３：原子力審議会資料の抜粋
● 大強度陽子加速器計画に係る安全確保の基本的考え方について

図-1抜粋
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